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論文
ヨーロッパ統合とイギリス連邦ブロック
原
?
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1 はしがき
「われわれは統合の時代に生きている」といったのはハーバラーである (1)。
ヨーロッパ経済共同体 (EEC)の形成によって、「統合」 Integrationという問
題はもはや議論の段階をすぎさって，具体的な実現の段階にす>んできている
のである。それはまた，国際協力とか地域的統合とかいう観点から，さらには
「ヨーロッパ統合」という深く歴史に根ざした問題としてもまた注目を集めて
いるのである。
この「ヨーロッパ統合」の理念は長い共通の伝統と信仰に支えられて，多く
の歴史的時期を通じていつの時代にも生きていたのであった。すなわち，カー
ル大帝時代以降，古典古代文化・キリスト教およびゲルマン的精神という 3つ
の文化的要素からなる中世世界の形成（第1ョーロッバ）がみられ，そこにはぐ
くまれたのが，ヨーロッパという宗教と文化の共同体であったのである。その
後，ルネッサンス・宗教改革にはじまる国民国家の形成による独立した主権国
家からなるヨーロッバが誕生したのであり， これは 20世紀まで続くのである
（第2ョー ロッパ）。 そして， その後，恐慌および二度にわたる戦争によってョ
ーロッパは解体の憂き目をみたわけである。そして今や，過去からひきつがれ
たこの「ヨーロッパ」という共通の伝統に基づく精神的遺産をもって第3ヨー
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ロッパ生誕の陣痛期にあるといわれるのである (2)。
一方，（経済的）統合という面からも，現在は世界的広がりをもった統合の第
3波が進行中なのである (a)。それはやはり，第2次大戦直後に始まり， 1948年
にそのはずみをつけたといわれるのである。このように，ョーロッパ統合への
動きと世界的に現われはじめている地域的統合の動き，すなわち，地域主義が
今後の世界経済にいかなる意味をもち，いかなる機能を果たしうるかが，考究
さるべき重要な課題として残されているわけである。
私はさきに，イギリス連邦の経済的側面を形成する要因として，イギリス連
邦特恵関税制度とスターリング地域という二つを考え，それぞれについて若干
の考察を試みた (4)。そしてそれは， そのままのかたちではないけれども三十
数年経た現在まで続いているのである。そこに，イギリス連邦経済プロックな
るものの形成が認められる。その形成は，世界経済にさほどの影響を与えるも
のではなかったのであるが， 1932年というまさに世界経済の危機的段階にあっ
ては，政治的あるいは心理的に他国に与える影響が大であったのである。した
がってこの意味で，それを契機として，いわゆる「プロック経済」の時代が現
出した事実を否定するものではない。しかしながら，イギリス連邦経済プロッ
クを，排他的・閉鎖的なプロック経済の典型と考えることはできないのであ
る。そこで以下において，イギリス連邦およびEECという経済プロックの根
底に内在する・開放性＝世界的自由貿易と，閉鎖性＝保護的統合という二つの
面を検出し，ヨーロッパに位置し・イギリス連邦の主要国でもあるイギリスと
の関係について考察をす>めてゆきたいと思うのである。そこにおいて私は，
「プロック経済」の先駆者としてでなく「経済プロック」の先駆者として，ィ
ギリス連邦がたどった経済的帰結をその背景となった世界経済との関係におい
てヨリ詳細に分析すべきであること，したがって，それは過去のものとして葬
りさられるべきものではなく，むしろここから出発して新しい経済プロックの
形成の方向を求むべきであると思うものである。そのような意味においてこ
そ，イギリス連邦は1930年代と現代を結ぶパイプとしての役割りを果すのであ
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り，また同様にヨーロッパにおけるイギリスの役割りを重視しなければならな
いと思うわけである。
(1) Gottfried Haberler, Integration and Growth of the World Economy in Historical 
Perspective. CJ ensen, F. B. and Walter, I., ed., Readings in International Economic 
Relations. 〔196釘） p. 3. なお，ハーパラーは統合 (Integration)を「関係諸国間の
密接な経済関係」と規定している。私は本稿では「経済プロック」という言葉を使っ
ている。これはあらゆる種類の経済的結合を含む広い意味をもっているのである。 「
ョーロッパ統合」という場合は経済的にはもちるん，政治的統一をも意味するものと
解している。
(2) Mackay, R. W. G., Towards a United States of Europe; An analysis of Britain's 
role in European Union., (1961) pp. XV~XVI, マッケイは序文で「第1ヨーロッ
パ」 「第2ョー ロッパ」 「第 3ョーロッパ」という概念を使用している。
(3) Gottfried Haberler, op. cit., p. 5. ハーパラーによると第1波は国民国家の形成に
よる内的経済統合，第2波は1870年代にピークに達した自由貿易運動，それから， 20
世紀に入って解体があり，第2次大戦後の第3波の統合となるのである。
(4) 原田狸二「イギリス連邦とオタワ協定」（関西大学『経済論集』 14の6),「イギリス
連邦とスターリング地域」（関西大学『経済論集』 15の3)。
2 ヨーロッパ統合とイギリスの立場
ヨーロッパの統合が時代の課題となった背後には，世界におけるヨーロッパ
の地位が，かつての支配的な立場からみるかげもなく凋落したという事実があ
ったのである。しかし一方さらに重要なのは，ヨーロッパ統合の理念が，共通
の伝統と文化と宗教に支えられて長い歴史的時期を経過し続けてきたという点
である。
イギリスは，地理的にはヨーロッパ大陸に含まれていないけれども，歴史的
には「ブリタニア」としてローマの重要なー州をなした時代からヨーロッパ大
陸とは不可分の関係にあり，ウイリアム・ペンやベンサムのようなヨーロッパ
統合論者も輩出している。しかしながら，その地理的立場，あるいはその独自
の歴史的立場のゆえに，第 2次大戦後に起った他の大陸諸国によるヨーロッパ
統合運動には必ずしも同調していないのである。その理由としては，例えばイ
ギリスはヨーロッパ大陸諸国が経験した大戦による混乱を知らないというこ
と，抽象的なヨーロッパ統合の理念はその経験論的なイギリスの国民性に訴え
3 
132 鵬西大學『繹演論集』第16巻第2号
る力が弱いということ，および，真の利益はヨーロッパよりもむしろイギリス
連邦やアメリカとの共存にあるとの確信，ならびに今日の統合推進者達への心
理的不安などに求めることができる〇。その中でもとくに重要なのは， イギ
リスが歴史的に築いてきたイギリス連邦との特殊なつながりであり，ョーロッ
パとの結合関係に入る際にもこの国の非ヨーロッパ的役割を放棄させるような
拘束を課さないという前提が常に確認されなくてはならないのである (2)。
いいかえるならば，イギリスは，ヨーロッパ統合に関する限り「ヨーロッパ
とイギリス連邦の間」(8)をさまよわざるをえない宿命にあって，あるときは，
チャーチルがなしたように積極的に統合の推進者としての態度を示しながら，
あるときはヨーロッパ大陸諸国が統合への道を歩みはじめているとき，イギリ
スは消極的態度を示しまたは反対の態度を示したりなどしたのであった。
そうした態度は 1930年にフランス外相プリアン (AristideBriand)によるヨ
ーロッパ統合の呼びかけに対するチャーチルの見解として The Saturday 
Evening Postに載った「ヨーロッパ合衆国」によく表われている。「ヨーロ
ッパの統合あるいは『連邦的結びつき』に対するイギリスの態度は，まず第一
にイギリス帝国連合という支配的な概念によって決定されうるであろう。……
われわれはヨーロッパの国々がヨーロッパを分割している障壁を取り去り，そ
して共通の利害と共通の富をはぐくましむるところのあらゆる真摯で実際的な
措置にそれ以上結びつけられているのである。われわれはヨーロッパの域内関
税および陸海軍の軍備縮少をそれぞれ喜ばしいと思う。われわれは自身の夢と
課題をもっているのである。われわれはヨーロッパと共にあるがヨーロッパに
属するのではない。われわれは結ばれているのであって含まれているのではな
い。」(4)
そして，戦後シューマン・プランによるヨーロッパ統合への足どりが確実と
なるや， 1951年再度政権をえたチャーチルは，ヨーロッパ統合へのイギリスの
不参加を宣言したのであり，ここに，．イギリスはその自由意志で分離した一国
家としてか，全世界的利害をもった海洋国家としてか，またはアングロサクソ
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ン英語国の一国として進むべきであるかを選択しなければならなくなったわけ
である。すなわち， 「戦後15年の間，イギリスは偉大な権力としての地位を維
持し続ける唯一の希望はヨーロッパの外に立ち，アメリカとの関係において『
特別の地位』を主張し，そしてイギリス連邦の代表者として活動することにあ
ると信じて来た」(s)のである。したがって，ヨーロッパ統合に参加するならば
世界的諸問題に関するイギリスの主張は，フランス，西ドイツおよびイタリア
さえよりもずっと低く評価されるであろうということ，すなわちヨーロッパの
ー小国にすぎなくなるであろうということは充分考えられうるのである。
他方ヨーロッパ大陸についていえば，この問題は現存する影響力をいかに持
続するかではなくして，戦争と占領の時代に失った栄光と威信をいかにして再
建するかということであった。したがって支配権を集中することによってえる
ことのできる余地はあっても失うものは何もないのである。復興を求めるかつ
ての敵国どうしであるフランスとドイツというヨーロッパ大陸の隣国が新しい
ヨーロッパの統合を指向したのであって，もしイギリスがこれに参加しなかっ
たならば損失はイギリスのみにあると大陸諸国は考えているのである。すなわ
ち，ベネルックス諸国やイタリアはいうまでもなく，フランス，西ドイツを統
合するいかなる機構も，西側世界でのアメリカに次ぐ第二の地位を当然占める
はずだからである。したがって，イギリスー国がいかなることをしようとも，
ヨーロッパにおける政治的・経済的中心は当然大陸にあるのである。それにつ
いて，すでに1949年西ドイツにおいてはイギリス勢力の衰退による利益が論じ
られている。すなわち「一連合国としてのアメリカに対するイギリスの価値は
間もなく急速に引き下げられるであろうということはまさにありうることがら
である。これは，われわれドイツにとっても大変重要であろう…••もしイギリ
スとアメリカの軋礫が増し，そしてイギリスの地位が弱まるならば，われわれ
は次のようなことを期待することができるであろう。すなわち，アメリカは大
陸におけるドイツの役割りをますます重要なものとして考えるようになり， ド
イツの望みに対してもっと積極的に耳を傾けるようになるであろう」(6)と。
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さらに10年後の1959年西ドイツ首相は次のようにいっているのである。すな
わち，イギリスはもはや大陸を指導することができない。 「ドイツとフランス
は大陸の指導者である」ということを知るべきであると (7)。そして1961年，ぁ
のアメリカの鋭い評論でならしたレストン記者 (JamesReston)は次のように
書いている。すなわち，アメリカの政府は今やそのヨーロッパ政策を「イギリ
スとの『特別な関係』にではなく，西ドイツとの『特別な関係』におき，そし
てロシアとの新しい和解にではなく，主としてアメリカや西ドイツの軍事力に
よって後れた西ヨーロッパの政治的・経済的統一に」基づかしむるべきである
と思われると Cs)。
ヨーロッパ経済共同体への動きが積極的になるにつれて，イギリスはその直
面しているディレンマに気づきはじめたのである。そして「ドイツは二度にわ
たる世界戦争を通じてえることができなかったもの一~ ッパの覇権—
を平和的な勢力浸透によって少くとも確実なものにしているということ」(9)を
イギリスは今や恐れはじめたのである。
以上のように最近におけるヨーロッパ大陸諸国，とくに西ドイツの成長発展
にもとづいてイギリスのヨーロッパにおける地位の低下が現われているのであ
って，こうした点から，イギリスとヨーロッパの間の諸問題を考察しなければ
ならないのである。
(1) Robertson A. H., European Institutions. (1959) pp. 13~15. 
(2) Mansergh, N., Britain, the Commonwealth and Western Union, (International 
Affairs. 〔19侶〕） p. 504. 
(3) C1,1rrington, C. E., Between the Commonwealth and Europe, (International 
Affairs. 〔196幻） p. 449. 
(4) Dell, Sidney, Trade Blocs and Common Markets. (1963) pp. 123~4. 
(5) Ibid., p. 124. 
(6) Stuttgarter Zeitung, as cited in The Economist, July 30, (1949), p. 227. 
(7) The Times, April 3 (1959). 
(8) The New York Times, November 24, (1961) p. 30. 
(9) Dell, S. op. cit., p. 127. 
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3 経済ブロックに内在する二つの問題
ヨーロッパ統合の歴史の中でもっとも強力にその姿を現わしていると考えら
れるEECは，いうまでもなく関税同盟を目ざしているものである。 GATTの
規定によると関税同盟とは「次の結果をもたらすため単一の関税地域をもっ
て， 2以上の関税地域に代えるものをいう。 (i)関税その他の制限的通商規
則を同盟の構成地域間の実質上のすべての貿易について，または少くともそれ
らの地域の原産の産品の実質上のすべての貿易について廃止すること。 (ii) 
同盟の各構成国が，実質的に同一の関税その他の通商規則をその同盟に含まれ
ない地域の貿易に適用すること。」(1)すなわち，同盟国内では自由貿易，域外に
対しては共通関税を課するというものである。そして，ヘンダーソンによると
この関税同盟は「恒久的な協定とはみなしがたい。その加盟国はおそかれはや
かれ後退するか前進するかを決定しなければならない。後退するとすれば，独
立関税体としての古い立場にもどることになる。前進するとすれば，できるか
ぎり経済機構を統一しなければならない。共通関税のあとには，国内税制の共
通化……が続いて行われる。加盟国は同じ度量衡，同じ貨幣，同じ鉄道料金…
…産業や労働者に関する同じ法律を採用する」(2)わけであり，それは明らかに
完全な経済統合へと進むべきものなのである。この点に関して，国際連盟の研
究によると， 「関税同盟が存立するためには，同盟内での物の自由な移動を許
すことが必要である。関税同盟が安定するためには，同盟内での通貨の自由な
交換性と安定した為替レートを維持することが必要である。それはなかんづ
く，同盟内での資本の自由な移動を意味する。いかなる地域にも物，人，資本
の自由な移動が存在するとき，経済活動の維持にかかわるさまざまに異った経
済政策が求められるはずがない。政策統一を保証するためになんらかの政治機
構が要求される。経済活動への国家の干渉が重要になればなるほど同盟内での
政治統合も重要とならざるをえない。」(3)このように政治的統一への過程を媒
介する経済的結合の効果をもつものとして関税同盟が考察されるわけである
7 
136 醐西大學『繹済論集』第16巻第2号
が，それはとくに19世紀においてドイツ関税同盟が，統一ドイツの出発点とな
った事実は以上のような考察に現実性を与えるものであった。関税同盟はヨリ
完全な統合への一段階としての意味をもつとともに，さらにもう一つの意味を
もつのである。すなわち，経済プロックの一段階として，そこに相矛盾するニ
つの面が内蔵されるということである。
ドイツ関税同盟はフリードリッヒ・リストを中心とする保護主義者達によっ
て達成されたものであり，それはアメリカにおける南北戦争の結果が南部の自
由貿易主義に対する北部工業地帯のアレクサンダー・ハミルトンの保護主義の
勝利を意味し，アメリカの統合を成しとげたのと軌を一にするわけである (4)。
ところが一方イギリスにおいては，産業革命を他国に先んじて達成し， 「世界
の工場」であるばかりでなくその指導的な商人であり，船主であり，銀行家で
もあったその経済に最も適合的であった貿易体制である自由貿易主義をとり，
これを全世界的に呼びかけ推進していたのであった。それにもかかわらず，ァ
メ・リカおよびドイツにおいてはいずれも保護主義の勝利に帰し，その工業を保
護し育成して，ついには工業的にイギリスを凌駕し，イギリスヘの「ドイツの
侵入」(5) 「アメリカの侵入」となり，イギリスをして1915年のマッケナ関税に
よって保護貿易政策への復帰の第一歩を歩ましめたことは周知のところであ
る(6)。
さて，以上のようにアメリカおよびドイツ，さてはそれに対するイギリス，
そのいずれの場合においても，経済的統一化というものは，自由貿易によって
よりも保護貿易によっての方が達成され易いという事実を示しているのであ
る。とするならば，バイナーがいうように経済同盟の支持者には自由貿易主義
者と保護貿易主義者の両者を共に見出すという奇妙なパラドックスが生ずるの
もあながち不当とはいい切れないのである (7)。
自由貿易主義者はそのプロック内に自由貿易を導入するが故に経済プロック
を好むのであり，また保護貿易主義者は世界の他の国々に対してプロック内の
生産者を保護するが故に経済プロックを好むのである。このような問題に関し
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て，ヒルファーディングも興味深い説明をしている。すなわち， 「一面では保
護関税制度の一般化がますます世界市場を個々の国々に区分された経済領域に
分裂させようとし，他面では金融資本への発展が経済領域への大きさの意義を
高める。」経済領域の大きさは資本主義的生産の発展にとっては常に大きな意
義をもつのであって，その利益ははかり知れないものがある。したがって「発
展した資本主義的生産にあっては，全世界市場を結合してただ一つの経済領域
となすような自由貿易が最大の労働生産性と最も合理的な国際分業とを可能に
するであろうことは少しも疑いのないところである。」(8)したがってたえず経
済領域の拡大を求めるのである。
これに反して保護関税は「経済領域の局限を意味し，したがって生産能力の
発展の阻害を意味する」(9)ものであるし，また産業の発展にとって一つの障害
であるとしても「それは，資本家階級にとっては直接に利潤の増大を意味す
る。」(10)それは自由貿易がカルテルの結成を困難にしカルテル保護関税の利用
から流出する特別利潤がなくなるからである。以上のように，一方においては
経済領域の果てしない拡大一ー全世界的自由貿易化ーーを求め，他方において
は保護主義による統合を求めるという矛盾がみられるのである。
すなわち，保護主義者は経済プロックが構成諸国を結びつけるが故にのみ，
またその限りでは自由貿易にしたがってすすむ準備がなされていたのである。
自由貿易主義者にとっては経済ブロックが単に自由貿易の手段であるにすぎな
かったように，保護主義者にとっては自由貿易理念はもしそれが経済プロック
に導くならば有用であったにすぎないのである。
こうした奇妙なパラドックスこそはあらゆる経済プロックが形成されるばあ
い根底に横たわっている事情なのである。
(1) 「関税及び貿易に関する一般協定」第24条第8項(a),金田近二氏編『国際経済条約
集』 87ページ。
(2) Henderson, H., Zollverein. (1939) p. 343. 
(3) Customs Unions; A League of Nations Contribution to the Study of Customs 
Union Problems. (1947) p. 74. as cited in Mayne, R., The Community of E四 ope
(1962)現代研究会訳『ヨーロッパ共同体』 82ページ。， 
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(4) DeJI, S., op. cit., pp. 8-12. 
(5) 荒井政治氏「イギリスにおける『ドイツ製品』騒動」（関西大学『経済論集』 14の4)
および「大不況期 (1873~96) イギリスの産業と貿易」（関西大学経済政治研究所，
研究双書第22冊『経済成長の理論と歴史」） 56ページ。
(6) 前掲拙稿「イギリス連邦とオタワ協定」 38ページ参照。
(7) Jacob Viner, The Customs Union Issue. (1950) p. 41. 
(8) Rudolf Hilferdimg, Das Finanzkapital; Eine Studie Uber die jilngste Entwicklung 
des Kapitalismus. (Dietz. Verlag, 1955) S. 462. 岡崎次郎氏訳『金融資本論』下（岩
波文庫） 63ページ。
(9) Ibid., S. 463. 邦訳64ベージ。
GO) Ibid., S. 464. 邦訳65ページ。
4 EECの開放性と閉鎖性
経済プロックに内在する矛盾が，現在の経済プロックの典型といわれるEE
Cにはどのような形で現われているのであろうか。ヒ°エール・ユリによると
「6カ国の共同市場は明白に承認されている。すなわち，自由貿易それ自体で
は全世界的な基礎でのみ意味をなすのである。しかし限られた国家の集団にお
いては達成されうる最良のものは，それらの国々の経済が一つの単一国家の経
済にだんだん近づくようになるということである。換言すれば，そこには両立
する二つの制度がある。すなわち国際的自由貿易と経済同盟へと発展しつつあ
る関税同盟である」(1)として明らかにEECの中に二つの面をみているのであ
る。すなわち，ローマ条約によって形成されたEECの基本的目的がヨ-ロッ
パ内の自由化を通じて全世界的な自由貿易を目ざしたものであるのか，あるい
はヨーロッパの統合をなしとげようとしているのであろうかという問題が生ず
るのである。
自由貿易主義者の主張はEEC内の自由貿易を EFTAさらには北アメリカ
にまで拡大して，大西洋同盟の形成の動きと一致するのである。したがって，
EECに関しては， EEC自身の形成というよりもむしろ当面の問題としては
大西洋同盟形成への一段階として受けとめているわけである。こうした点につ
いては， ドイツ工業連盟会長フリッツ・バーグ (FritzBerg)が1961年早々にE
ECと EFTAの関係を論じた言明が高く評価されている。彼はEECの全構
10 
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成国の中で EFTAとの密接な通商的結びつきをもっているのは西ドイツであ
ると指摘し，さらに現状では西ヨーロッパ経済はすでに大規模に統合されてい
るので，二つのプロックがもし結ばれないということになるとまさに西ヨーロ
ッパの分裂であるといい，したがって「ドイツ工業は何らかの解決のために自
由貿易地域を可能な限りョーロッパ全体に拡大することを確信している。 も
し，この目的に同意したならば…••それを実現する手段がまた見出されるであ
ろう。われわれは次のようなことを忘れてはならないのである。すなわち，ョ
ーロッパ統合は大西洋経済共同体 (A,tlanticEconomic Community)への道の中
間段階にすぎないということである。それは政治的・軍事的観点からのみでは
なく，そしてまた，なかんづく将来において西側の経済が直面すぺき諸問題の
銀点から明らかにされた要求なのである。しかし，この目的を達成するために
われわれは，まず第一にヨーロッパ諸国間の結合をはかり，そしてわれわれの
努力をまずヨーロッパの建設に集中しなければならないのである」(2)といって
いるのであって，以上のような考え方を保護貿易主義者＝本来の統合主義者は
とらないのである。彼らは1961年初頭において決して西ヨーロッパは統合され
ているとは考えないのである。なぜならば彼らにとって統合とは現存する個々
の国家単位を超えた純粋に経済的実在物の創造を意味するからであり，またこ
うした実在物はいまのところでは，その輪郭さえ明らかになりはじめていない
のである。それのみか，彼らは西ヨーロッパにおいて自由貿易の広域圏を確立
するにあたって用いられた手段は問題ではないとは考えないのである。すなわ
ち，終極的には経済的・政治的同盟にまで発展する可能性もないようなゆるや
かな結合を通じてしか西ヨーロッパに自由貿易が達成できないとするならば，
彼らはそれに極力反対するであろう。 このような場合においては， EECと
EFTAとの分割をむしろ好むのである。すなわち， EECは完全に統一化の
原理に立たねばならない。低関税クラプをのぞむものは EFTAに加入すべき
であると考えたのである (a)。以上のような見解を代表するのが，有名なフラン
スの政治家アンドレ・フィリップ (AndrePhilip)である。
11 
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「われわれはヨーロッパ経済共同体の支持者であって共同市場の支持者では
ない。共同市場は E.E. C. が作り出す多くのものの中の一つの手段である。
E.E.C. は関税障壁の削除やレッセ・フェールの採用によって簡単に実現する
ことはできないのである。この共同体は共通の経済政策に対する共通の規則の
作成を通じてのみ確立されるのである。………社会的規制の調和，純粋な共通
農業政策の完成，信用政策の共通性およびヨーロッパ諸国のそれぞれに生じて
いるカルテルや独占の効果的な統制を通じて確立されるのである。この目的を
達成するために，われわれは， EURATOM,E. C. S. C., およびE.E.C.の
三つの行政部を一つに合併しなければならない。そして，それが，終極的には
共通の外交政策および軍事政策へと導く共通の経済政策を発展せしめる局面に
いたるまで，漸進的に増大する，権力をもった新しい組織体が与えられねばな
らないのである。すなわち，ヨーロッパの行政部は全体の投票によって選出さ
れた議会に責任を負わねばならないのである。われわれがたたかいとったもの
は以上のことがらである。」(4)
以上のように，ヨーロッパ統合運動の中にも，フリッツ・バーグによって代
表される自由貿易主義者と，アンドレ・フィリップによって代表される保護貿
易主義者＝統合主義者という矛盾した二つの見解が同居している。そして，ど
の程度の期間，このEECがこれらの相反する二つの見解をつなぎとめつづけ
ることができるか予測することは不可能である。しかし，現状では GATTが
強力に働く限り，閉鎖的な統合への動きは阻止されると考えることができるの
であるが，しかし，他方において， 1930年代の轍を踏む可能性を内に秘めたも
のであることはすでに述べた点からして否定しさることはできないのである。
(1) Pierre Uri, Some Aspects of European Integration. (1958) p. 1. 
(2) Assemblee Parlementaire Europeenne : Cahiers Mensuels de Documentation 
Europeenne, fevrier (1961) pp. 24-5, as cited in Dell, S., op. cit., pp. 142ー 3.
(3) Dell,• S., op. cit., p. 143. 
(4) Assemblee Parlementaire Europeenne : Cahiers Mens叫 sde Documentation 
Europeenne, mars (1961) pp. 24ー 5.as cited in Dell, S., op. cit., p. 145. 
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5 イギリス連邦経済ブロック
さて，ここでは， 1930年代のいわゆる＇「プロック経済」の典型として，また
その先駆者に位置づけられている，イギリス連邦特恵関税制度について考えて
みなければならない。いうまでもなく，イギリス連邦は，特恵地域という最も
ゆるい経済ブロックの形態をとっており，制度としては三十数年後の現在まで
継続しつづけているわけである。 「オタワ協定」をその画期とする，イギリス. .. . 
のいわゆる保護貿易主義は，すでに述べたように，当時のアメリカ， ドイツに
対抗する手段として，直接的には，アメリカのホーレー・スムート関税にその
ピークがみられる保護主義的動きの中で，ある意味では，やむをえずとられた
措置であったということができる。つまり，イギリス連邦内に限っては，特恵
地域という比較的自由な地域を形成していたといえるのである。
すなわち，この点を「オタワ協定」成立時にたどってその事情を考察してみ
ると明らかになる。 「オタワ協定」の前年に発行されたビバーリッジ卿を委
員長とする当時の経済学者の共同討議からなる著書によると， 「国家はある商
品を甲国より輸入するよりもむしろ乙国より輸入せんがために関税を課する場
合がある。これがためには恩典を与えんとする国からの輸入品に対し，他国品
に対するよりも低率の関税を課するか，または全然関税を賦課せざるものにし
て，通常特恵と呼ばれる。しかして特恵は相互交換的に授受せらるるを例とす
る。特恵協定の極端な形式は関税同盟にして，関税同盟にあっては同盟内の各
国は加盟国よりの輸入はこれを無税とし，加盟国外のすべての国よりの輸入に
対しては輸入税を課するものである。ただし，かかる協定にあっては一般に協
定国間の通商の自由を実現せんとする目的の方が，世界の爾余の諸国に対する
防衛目的よりも重要なものであることに注意すべきである」(1)と書いているの
である。また特恵地域が全面的な経済統合へとすヽむところの経済ブロックの‘
最もゆるやかなパターンであることは一般に認められているところである (2)。
したがって，少なくとも，ヨリ高度な経済プロックである関税同盟にまで進
13 ‘ 
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む可能性は充分あったのである。しかし，イギリスと連邦諸国との，その発展
度の相異がそれを阻止した原因の一つと考えられるのである。すなわち，連邦
諸国はイギリスに対しても幼稚産業の保護を主張したのであって，イギリス連
邦内での無差別の自由化はできず，相互に詳細な品目別取り決めのできる特恵
制度をとらざるを得なかったのである (a)。「特恵を極端に押し進めたる関税同
盟においては，世界の爾余の諸国に対しては高き関税障壁を続らすも，同盟相
互間にあってはその障壁を撤回するものである。したがって特恵協定は自由貿
易の最大可能の手段を確保する最も実際的な方法なりとみることができる。保
護主義反対論者も特恵に対しては論理上これを支持し，またこれをもって英国
がその伝統的目的に従って世界経済機構中におけるその地位を確保する唯一の
方法なりと主張する者を生ずるのは，かく特恵が保護とは性質を異にし，かえ
って自由貿易に通ずる故に外ならない」(4)のである。しかしながら，ホタワ協
定の結果についてわれわれが知っているように，ボールドウィン首相が「われ
われ自身の間で通商路を開くべきことは当然である。……拡大された特恵を与
える方法は二つある一ーそれは，われわれ相互間の関税障壁を引き下げるか，
あるいは他の諸外国に対してそれを引き上げるかのいずれかである。この二者
択ーは主として地域的な考慮によって大きく支配されるはずであるが，しかし
われわれは第2の方法よりもむしろ第1の方法にしたがうよう努力すべきであ
るように思われる。なぜならば，われわれの資源がいかに大きくとも，世界か
ら孤立してはいけないからである」(5)と言明したにもかかわらず，結果的には
「イギリス帝国内の関税を軽減することによってではなくて，外国諸国の関税
を引き上げることによってなしとげられた」(a)わけであって，ここにイギリス
連邦特恵関税制度が後世において「イギリス帝国プロック」として，いわゆる
戦前型のプロック経済の典型とされた理由が存するわけである。
もちろん，経済プロック—ブロック経済，広域経済 etc をも含んだ広い意. . . . 
味での一ーそのものは世界全体を無差別な一市場とする考え方を否定するもの
ではあるが，それは，ナチスドイツの場合のように世界経済とのつながりを否
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定する閉鎖的なものと，地域的結合を足場として世界的な多角経済にむかう努
力がなされる開放的なものとがあることは，すでに述べた通りである。
イギリスは「1939年までその外国貿易政策はなおナチスドイツのそれとは非
常に異ったものであった。主としてイギリスの貿易はなお開放的で競争の原理
の下で行われていたのである。イギリスのイギリス帝国との貿易は， 1938年に
総外国貿易の約半分に達していたのであるが，それは相対的に自由貿易的な状
況で行われていたのみならず，世界の他の市場との貿易においてさえも，なお
支配的役割を演じていた」(7)のであって，域内に占めるイギリスの貿易が1938
年で輸入が37.9%, 輸出が45.6%(s)である点から考えて，とうてい閉鎖的プ
ロックといえる状態ではなかったのである。
したがって，イギリス連邦特恵制度の意図がどこにあったかは，早くも1933
年，スカンジナビア諸国をはじめとして，次々と他の国々と互恵通商協定を結
んでいる点から解することができるのである。そしてその最も顕著な例を1938
年の英米通商協定にみることができる。これは「帝国特恵政策の部分的な修正
を意味する」のであって「イギリス政府は国際貿易に対する障壁のいくらかの
撤去というこの重要な措置を疑いもなく歓迎していたのであった。」(9)
こうした意図とは異って， プロックそのもののもつ閉鎖的面のみが表面化
し，全世界的なプロック化傾向となって最悪の事態を呼び起こしたことは周知
のところである (10)。しかしすでにみてきたように，経済プロックの根底に流
れる矛盾する二面を考える時，その経済プロックの背後にある世界経済的な事
情によって大いに左右されることが明らかとなるのである。すなわち，当時に
あっては，ナチスドイツ，ファシストイタリアの拾頭があり，さらに全世界的
な自由貿易を推進するほどの力をイギリス自身が有していなかったという点が
認められるのである。こうした点を考慮するとき，オタワ協定にもとづくイギ
リス連邦特恵関税制度の確立を一面からのみみて，典型的に排他的・閉鎖的な
プロック経済として片づけてしまうことはできないのである。
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(1) Sir William Beveridge, F. C. Benham, A. L. Bowley, T. E. Gregory, J. R. Hicks, 
W. T. Layton, A. Plant, L. C. Robbins, G. L. Schwartz, Tariffs; 1', 加 CaseEx― 
am畑 d.(1931)藤井茂氏訳『関税政策論』 34ページ。
(2) 特恵地域を経済プロックのパターンの中で一番ゆるやかな結合形態としてとらえて
いるのは Dell,S. である。すなわち， (1)特恵地域 (PreferentialArea) (2)自由貿易
地域 (FreeTrade Area) (3)関税同盟 (CustomsUnion) (4)経済同盟 (Economic
Union)とだんだん高度な結合へと進むのである。なお， Dell,S. はBalassa,B. のよ
うに「共同市場」をその段階に加えていないのである。 「共同市湯という用語は財や
用役の自由な移動に対する人為的障壁がない地域の理念をむしろルースに伝えるため
に使用されるのである。しかし共同市場は，商品の範囲を限るということに注意しな
ければならない。例えば，ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体は石炭・鉄鋼生産物のみの共同
市場なのである。しかし，上に掲げた 4つの結合のクイプは広汎な生産物の貿易を含
むと仮定されているのである。」 DellS., op. cit., pp. 89ー 90.国連の出版物も特恵関税
をゆるやかな経済結合ないし地域協力のパクーンとしてあげている。すなわち， (1)長
期貿易取決め， (2)特恵関税， (3)量的制限の特恵的利用， (4)部門ないし部分統合， (5)自
由貿易地域， (6)関税同盟， (7)経済同盟。そして(2)の例としてイギリス連邦特恵関税制
度をあげている。 UnitedNations, Economic Bulletin for Asia and the Far East 
Vol. XII, No. 1 June (1961) pp. 3~4. 
(3) Dell, S. op. cit., p. 18. 
(4) Sir William Beveridge and others, op. cit. 邦訳146ページ。
(5) Hodson, H. V., Slump and Recovery 1929-1937. (1938) p. 165. 
(6) Youngson, A. J., The British Economy 1920-1957. (1964) p. 88. 
17) Arndt, H. W., The Economic Lessons of the Nineteen-Thirties. (1944) p. 118. 
「イギリスおよびその海外領，属領は，他の世界各国に対するよりもはるかに恵まれ
た関税措置を講じあったのである。加盟国がロンドン金融制度を利用してその国際収
支を決済するスターリング地域によって結合していたという事実をもってしても，き
わめて散漫なまたある場合には補足的な経済体の連合であったことから考えれば．帝
国特恵関税制度は，原則的には，経済統合体というよりもむしろ地域内自由貿易の型
に近いものといえよう。」 Mayne,R. op. cit., 邦訳 183ー 4ページ。
(8) 前掲拙稿47ページ。
(9) Arndt, H. W. op. cit., p. 121. 
UOl 1932年のオッタワ協定は政策として，世界貿易を制限する要素としては大した影響
を及ぼすものでなかったが，しかしながら「政治的・心理的に重要な意義をもつもの
であった。即ちこれに依って，門戸解放政策は放棄せられ，貿易競争のみならず，植
民地獲得競争を激化したのであった。」そして「オックワ協定が契機となり，世界が
アウタルキー的プロックに分裂するということは英帝国以外の地域において英国は投
資，貿易，市湯を失う脅威を受けなければならないということである。斯くして各国
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に経済的動員が行なわれ，遂にそれが戦争にまで発展して，ォックワで獲得した種々
の利益は遂に相殺されることになった。」 Condliffe, J. B., The Reconstruction of 
World Trade ; A Survey of International Economic Relations (1940). 国際経済調
査所訳『世界貿易の再建』 298,299および 301ペー ジ。
6 む
?
び
さて，以上においてわれわれはEECという経済ブロックおよびイギリス連
邦という経済プロックについて，それぞれそこに内在している矛盾する二つの
面を確認することができた。したがって，ここでは，この代表的な二つの経済
プロックにもっとも関係の深いイギリスについて考察をすすめることによって
本稿のむすびとしたい。周知のように，現在のイギリスにとってはヨーロッパ
統合，とくにEECとの関係が非常に重要な問題となりつつあり，われわれの
注目すぺき点が存するのである。
イギリスがEECに加盟するばあいには，もっとも基本的な課題であるポン
ドの建て直しの問題は別として，とくに経済面からは，国内農業問題， EFTA
との関係およびイギリス連邦との関係などが問題になるであろうと思われる。
それぞれについて，種々の問題を含むわけであるが，ここではイギリス連邦の
問題を中心に考えてみたいと思うのである。
イギリス連邦諸国が，イギリスおよびEECに輸出している産品の関税，っ
まり，イギリス連邦特恵関税とEEC対外共通関税の差が大きい産品について
は， イギリスがEECに加盟したばあいに不利に導くのである (1)。それは温
帯食料品において最も打撃が大きく，次いで工業製品および熱帯食料品であ
る。つまり，以上のような点にイギリス連邦特恵制度がその効果を現わしてい
るわけであるが，イギリス連邦特恵関税制そのものについては事実上その重要
性が減じたといわれているのである。
1932年の「オクワ会議」によって誕生したイギリス連邦特恵関税制度によっ
てイギリス連邦貿易は1938年頃まで顕著な増加を示している (2)。しかし，30年
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代にすでにその微候はみられていたが，とくに第 2次大戦後になると特恵制度
にもとづくイギリス連邦の貿易にも次第に構造的変化が生じはじめたのであっ
た。それらは，まず第 1に GATTによる全世界的な貿易自由化の推進によっ
て，世界の関税水準が低下した結果イギリス連邦の維持していた特恵マージン
が縮少してきたこと。および第2にイギリス連邦諸国はその輸出する一次産品
がイギリス本国だけでは消化しきれなくなって第三国に市場を求めざるをえな
くなり，その結果第三国からの輸入品に対しても関税を引き下げ，また輸入量
を増大しなければならなかったということ。さらに，第 3にこの特恵関税の大
半は従量税であるため，戦後国際価格の上昇にともなって特恵の効果が縮少し
たということ。ならびに第4にイギリス連邦における低開発国はイギリスのエ
業生産物の輸入に対して，その幼稚産業を保護するために関税を引き上げたの
であり，この傾向は続くものと考えられること。以上の4点に集約することが
できるのであるが，このような傾向とともに，イギリス連邦貿易におけるイギ
リスの支配的地位の低下，アメリカ，西ドイツおよび日本などの急速な市場占
有率の増大が現われはじめたことも注意を要する点であろう。 1954年から1960
年にかけて，カナダ以外のイギリス連邦諸国の工業製品の輸入に占めるイギリ
スの割合は60彩から45形に低下した。こうした状況の下では，将来においてイ
ギリス輸出のダイナミックな市場はイギリス連邦よりもむしろヨーロッパを考
えた方がヨリ合理的であるとさえいわれるのである (8)。
すなわちイギリスの総輸出は国民生産の約 5分の 1に等しい。そして一方イ
ギリスのEEC諸国への輸出は総輸出の約 6分の 1である。したがってEEC
地域への輸出はイギリスの総国民生産の 3~4%を占めているのであって，こ
れはかなり重要な量だと考えられる。さらにEECに加盟すると数年間に 1~
2%は上昇は可能であろう。逆にEECの外部にとどまって共通関税に直面し
なければならないとするならば同程度の低下がみられるかもしれない。 「しか
し，純経済的観点から，イギリスにとっていずれにむかっての展開が圧倒的に
重要な問題たりえたかは予想することは困難である。」(4)つまり，輸出が増加す
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れば同様に輸入も増加するということであり，またイギリス連邦との関係をも
考慮に入れなければならないからである。一方効果的関税軽減による大市場の
利益がよく主張されるが，これも1870年から1930年のイギリス自身の経験を考
えてみるとその帰結は明らなのである (5)。いずれにしても， EECに加盟しな
くても関税軽減の方法はあるわけである。アメリカのように GATTの機構を
通ずるとか片務的な方法によっても可能なのである。要するに関税を軽減する
ことと，関税同盟に加入して国家の経済的支配を全体的に移行せしめることと
は全く別問題だということである。
EEC加盟への理由としてEEC諸国，とくに西ドイツの成長率が急速であ
ったということ，したがってEECに加盟す・れば西ドイツなみの成長率がえら
れるかの如き主張がみられる。西ドイツの急速な成長率はローマ条約以前から
であって， EECがヨーロッパの経済を促進したのではなくして，むしろヨー
ロッパの最気が良かったからEECの進展をみたにすぎないのである。 「共同
市場諸国は非常に高い経済成長率を記録しているけれども， 1957年のローマ条
約署名以降，そうした率での促進はなかったということに注目するということ
は重要である。原加盟EEC6カ国における工業生産の平均増加率は1950年か
ら1953年まで年平均8彩， 1953年から1956年までは10彩であった。しかし1957
年から1962年までにおいては 6~7彩へと徐々に低下したのである。」(6)
イギリス連邦が， さいきん新興構成国の増大によって著しく変貌し， アジ
ァ，アフリカの低開発国が多く・なりつつある現在，その求心力が薄れ，遠心力
が強まるならば，南北関係においてもヨーロッパ大陸諸国とイギリスとは同じ
立場に立つわけであるから，イギリスがヨーロッパ統合に接近する契機はます
ます多くなったというべきであろう。この意味において，長期的にもイギリス
がヨーロッパ統合に傾斜しているように感ぜられるのであるが，たとえイギリ
スがその方向に進むにしても，ただ問題は，キッチンガーがいうように， 「ヨ
ーロッパとイギリス連邦とは相いれないものであるという古い考えは，もう適
当でない。イギリス連邦の維持のためには，今日では強力な共同体内におい
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て，イギリスが強力であることが必要であるように思われる。しかも，イギリ・
スの二，三十年の時間をかけた影響力は，イギリスがヨーロッパと連邦の両者
間の『ちょうつがい』として作用するときに，おそらくまったく最大に発揮さ
れる」(7)のである。すなわち，イギリスがEECに加盟したばあいでも，イギ
リス連邦をひきつづき引張ってゆく力をもってこそ，イギリスは過去の栄光を
もった加盟国としての存在理由があるのであって，イギリス連邦と離れて，ま
った＜ヨーロッパの一小国となりきってしまうならば「ヨーロッパ統合」にお
いてイギリスのイギリスたる所以は失われてしまうのである。
こうした点は， 1966年4月21日，エリザベズ女王が第 2次ウィルソン内閣の
新議会開会式での恒例の演説の中で，イギリスとイギリス連邦との基本的利益
が守られるならイギリスはEECに加盟する用意があると述べたことからもう
かがい知ることができるのである。このように， 「変貌するイギリス連邦の長
期的見通しと，ヨーロッパに参加してもやはりイギリス連邦の指導的立場を保
ち続けてゆくイギリスの可能性」といったような，かつては不可能と考えられ
ていた方法をもってイギリスはEEC加盟を考えようとしているのである。す
なわち，明らかに，イギリス外交の主要な任務の 1つはイギリス連邦にできる
限り影響を維持してゆくことにあるわけである。したがって， 「イギリスがイ
ギリス連邦との貿易についてなんらの特権をもともなわずにヨーロッパ共同体
に加盟するとするならば，イギリスのその目的は失敗してしまう。しかし， 6
カ国が少なくとも転換を容易にするような，そしておそらくはイギリス連邦と
ヨーロッパとの間の新しい貿易関係を確立するための見解に対してのいくつか
の特別措置を拒否しはしないであろう」Cs)といわれるのである。
さて，われわれはすでに経済プロックに内在する矛盾する二つの立場につい
て考察してきた。しかしEECという経済プロックが，自由貿易を指向してい
るのか，保護主義＝統合を指向しているのであるのかは明らかでない。いずれ
にしても， GATTの影響の下では開放的な途をすいむように思われる。しか. . .. 
し，すでに述べたように， EECという経済プロックそのものとしては閉鎖的
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な性格をもつものであるから， 1930年代の轍を踏まないという保証はないわけ
である。 1930年代のそれは，当時の世界経済事情に負うところが大であった。
したがって現在においては，世界経済の動向を冷静に見極わめ，長期的な観点
からの判断を必要とするわけであるから，あえて性急に加盟の必要はないと考
えられる。しかし，現在のイギリスは，その経済的衰退，ポンド危機の深化と
いう事態にあり，加えてイギリス連邦の変質，とくにイギリス連邦におけるイ
ギリスの地位の低下—~連邦の平準化，すなわち，イギリス連邦が事実上「国
家連合類似のもの，ないし一種の国際機構化している」(9)時期にあたって，今
やイギリスは大きな転換期に直面しているわけである。
ここに，ヨーロッパかイギリス連邦か，といったような極端な議論の生ずる
余地が存するわけである。要するに， EEC加盟の問題はすぐれて現実的な問
題であり，その限りでのみ，換言すればイギリスの現況を脱する手段としての
み，考慮に値いするものといえよう。したがって，この転換期をいかに乗り切
るかにイギリスの未来がかかっているということができるのである。すなわ
ち，その解決にはEECへの加盟・非加盟の問題とは無関係の長期の論点を含
んでいると考えられるからである。
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